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■ 本日の講演内容

 ゼロエミッション東京戦略について

 ゼロエミッション東京の実現に向けた
都の施策について

 おわりに
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気候変動の危機

世界の平均気温は既に約１℃上昇 世界・日本を脅かす気候変動の影響

台 風
(19号)

全 国
(2019.10)

住宅被害 9万棟以上

氷河の
融 解

ヒマラヤ
周 辺

世界人口の

20％以上に影響

 気候変動の影響は、既に身近な生活に及んでいる
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パリ協定 と IPCC「1.5℃特別報告書」

 歴史的合意となった「パリ協定」（2015）

世界共通の長期目標

〇 産業革命前からの気温上昇を２℃未満に保つ

〇 1.5℃に抑える努力を追求する

 IPCC 「1.5℃特別報告書」（2018）

〇 世界の平均気温は、産業革命前と比べ既に約１℃

上昇、現在のペースで温室効果ガスを排出すると

早ければ2030年頃に1.5℃上昇

〇 気候変動のリスクは、２℃上昇に比べ、1.5℃上昇

の方がより低い

〇 1.5℃に抑えるためには、2050年頃にＣＯ2排出

を実質ゼロにする必要
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内円：2000年度（合計802PJ）
中円：2010年度（合計714PJ）
外円：2018年度（合計608PJ）
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都内温室効果ガス排出量の現状

■都内のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の推移（2017年度速報値）

■東京の温室効果ガス排出量の部門別構成比（2017年度速報値）



ゼロエミッション東京戦略の策定

 2019.5 「2050年 ゼロエミッション東京の実現」 を発表

 2019.12 「ゼロエミッション東京戦略」を策定

 2050年に向けたビジョンと具体的な取組、

ロードマップを明示

 資源循環分野を本格的に気候変動対策に位置付け、

都外のＣＯ2削減にも貢献

 省エネ・再エネの拡大策に加え、プラスチックなどの資源循環分野や

自動車環境対策など、あらゆる分野の取組を強化

 気候変動を食い止める「緩和策」と、既に起こり始めている影響に

備える「適応策」を総合的に展開
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重点的に取り組む分野
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２０３０・カーボンハーフスタイル（再エネ）

 民間ビジネス等とも連携した都内での太陽光発電(PV)設置や自家消費が拡大

 都外再エネ設備からの電力利用や脱炭素熱利用も含め、再エネ利用を前提と
した都市づくり

２０３０・カーボンハーフスタイル（ビル）

 新築時でのゼロエミビルの標準化と既存建物のゼロエミビルへの移行が進展

 都市を形作る建物はサステナブル投資等を呼び込む「脱炭素型」に

戦略のアップデート

 2021.3

「ゼロエミッション東京戦略2020 Update & Report」を策定

 2030年までに温室効果ガス排出量を半減する

「カーボンハーフ」を表明

 新たに2030年に向けた社会変革のビジョン
「カーボンハーフスタイル」を提起

 “今こそ、行動を加速する時：TIME TO ACT”
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政策１ 再生可能エネルギーの基幹エネルギー化

2030年に向けた主要目標
－2050年の目指すべき姿－

使用エネルギーが 100%脱炭素化

 都有施設使用電力

再エネ 100％化

 太陽光発電設備

導入量 130万kW

 再エネ電力

利用割合 50％

 エネルギー消費量

50％削減 (2000年比)

直ちに加速・強化する取組（例）

 初期費用ゼロでの太陽光発電導入支援や

蓄電池導入支援等による自家消費の更なる推進

 都内需要家による都外での新規再エネ電源設置

への設備補助を開始

 低価格で再エネ電力を購入できる「みい電」キャ

ンペーンを首都圏・全国で推進

 都内産卒FIT電力も含む再エネ100％電力を

都有施設で活用する「とちょう電力プラン」の推進

2030年

2020年

Ⅰ エネルギーセクター
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－2050年の目指すべき姿－

都内全ての建物がゼロエミッションビルに

 温室効果ガス排出量

50％削減 (2000年比)

 エネルギー消費量

50％削減 (2000年比)

 再エネ電力

利用割合 50％

2030年

2020年

政策３ ゼロエミッションビルの拡大
Ⅱ 都市インフラセクター【建築物編】

2030年に向けた主要目標

直ちに加速・強化する取組（例）

 〈新築建物〉建築物環境計画書制度による

「ZEB評価」や再エネ電力利用の検討義務等

 〈既存建物(大規模)〉 キャップ＆トレード制度に

より、更なる省エネ対策と再エネ利用を拡大

 〈既存建物(中小規模)〉地球温暖化対策報告

書制度によるCO2削減や再エネ利用の推進

 「東京ゼロエミ住宅」の更なる普及や既存住宅で

の高断熱窓等の導入促進
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政策３ ゼロエミッションビルの拡大
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「ゼロエミッション事業所」の実現に向けた施策

■省エネルギーの更なる推進 と 再生可能エネルギーの利用拡大

支援策
地産地消型

再エネ増強プロジェクト

建築物環境
計画書制度



政策３ ゼロエミッションビルの拡大
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「ゼロエミッション事業所」実現に向けた施策

■地産地消型再エネ増強プロジェクト

民間事業者による地産消費型の再生可能エ
ネルギー発電システム及び熱利用システムの導
入に要する経費の一部を助成

令和３年度申請期間：令和３年８月３日～令和４年３月31日

助成対象設備

再エネ発電等設備 太陽光、風力、水力、バイオマス等の再エネ発電設備及び蓄電池

再エネ熱利用設備 太陽熱、地中熱、バイオマス熱、温度差熱などの熱利用設備

※自営線等によって離れた施設で自家消費する場合の再生可能エネルギー発電設備も対象

■助成率
中小企業等：２／３以内（上限額１億円）

その他：１／２以内（上限額7,500万円）

■予算規模：約４億円（令和３年度分）

■事業期間：令和２年度から令和５年度まで（助成金の交付は令和６年度まで）

詳細は、https://www.tokyo-co2down.jp/company/subsidy/chisan-zokyo/index.html



15

▶建築計画の段階から、建築主の環境に対する積極的な取組を誘導

【制度概要】

・都が定める指針に基づき、環境配慮の取組
の 内容と評価（3段階）を記載した計画
書を提出。概要を都がHPで公表

・都が定める「省エネルギー性能基準（断
熱・省エネ）への適合」や、「再エネ利用
（再エネ設置・再エネ電気調達）の検討」
が必要

・マンションの販売等の
広告に環境性能を示した
「マンション環境性能
表示」の表示

分野 主な環境配慮事項

エネルギーの
使用の合理化

○建築物の配置、外壁・屋根の断熱、窓部の日射遮
へい・断熱等

○再生可能エネルギーの利用（自然採光や通風、太
陽光発電、太陽光集熱器の設置等）

○省エネルギーシステム（設備システムの高効率
化）

資源の適正利用
○エコマテリアル（リサイクル材、木材等）利用
○長寿命化等（躯体の劣化対策、更新の容易性等）

自然環境の保全
○雨水浸透
○敷地・建築物上の緑の量及び質（生態系への配慮
等）の確保、良好な景観形成等

ヒートアイラン
ド現象の緩和

○建築設備からの人工排熱対策
○EV及びPHV用の充電設備の設置

＊棟数ベースでは、新築建物（ビル・住宅）年間着工数約5万棟の約２％であるが、延床面積ベースで
は約５割を占める

＊制度対象：延床面積2,000㎡以上※の建物を新築（新築・増築・改築）する建築主（年間約800件程度）

（延床面積2,000㎡未満の建築物も任意で計画書を提出可能）

■ 建築物環境計画書制度

「ゼロエミッション事業所」実現に向けた施策



ゼロエミッション住宅に向けて

■省エネルギーの更なる推進 と 再生可能エネルギーの利用拡大
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「ゼロエミッション住宅」実現に向けた施策

＋＋

住宅用太陽光発電
初期費用ゼロ促進事業

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

自家消費プラン

熱の有効利用促進事業
（窓、ドア）

熱の出入りが大きい窓、ドアの断熱改修に対して補助を実施

熱の有効利用促進事業
（太陽熱、地中熱）

再エネ由来の熱利用機器（太陽熱、

地中熱）に対する補助を実施

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

住宅用太陽光発電
初期費用ゼロ促進事業

自家消費プラン

みんなでいっしょに自然
の電気キャンペーン



■東京ゼロエミ住宅導入促進事業

■助成条件：
「東京ゼロエミ住宅」の認証を受けた新築住宅

■助成金額（令和3年度から変更）
戸建住宅：５０万円／戸
集合住宅：２０万円／戸
※対象住宅に太陽光発電システムを設置する場合
は、10万円/kWを追加補助あり（上限100万円）

■予算規模：約２４億円（令和３年度分）

■事業期間：令和元年度から令和３年度まで（助成金の交付は令和４年度まで）

詳細は、https://www.tokyo-co2down.jp/individual/subsidy/tokyo_zero_emission_house/index.html

東京ゼロエミ住宅を新築する方に対して、
その経費の一部を助成、
太陽光発電を設置する場合は追加助成
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「ゼロエミッション住宅」実現に向けた施策



■住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進事業
令和３年度申請期間：令和３年４月１日～令和４年６月３０日※

■助成対象者：リース、電力販売、屋根借り等により太陽光発電を設置する事業者

■助成金額：太陽光発電１ｋWあたり１０万円
※サービス利用料の低減等を通じ、住宅所有者に全額還元

■予算規模：１４億円（事業期間３か年）

■事業期間：令和元年度から令和３年度まで（助成金の交付は令和４年度まで）

詳細は、https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/initial-cost0

リース 電力販売 屋根借り

助成対象
となる

設置サービス
の概要

事業者はリース料を住宅所有者
に請求

事業者は余剰分を売電し、自家消費
分を住宅所有者に請求

事業者が太陽光発電を設置し、賃
料を住宅所有者に支払う

住宅所有者の初期費用無しで太陽光発電を
設置するサービスを提供する事業者に対し、設
置費用の一部を助成

※令和4年3月31日までに太陽光発電の設置および登録事業者との契約を行ったものが対象
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「ゼロエミッション住宅」実現に向けた施策



■自家消費プラン

住宅における太陽光発電の自家消費の推進、
非常時の防災力向上に資する蓄電池の導入
に要する経費の一部を助成

主な助成要件

①都で登録を受けている蓄電池システムであること
②都内の住宅に新規設置、未使用であること
③太陽光発電システムと同時導入又は既に設置されていること
④機器設置から６年間、自家消費分の環境価値の譲渡及び住宅における電気使用量等の
データ提供が可能であること

令和３年度申請期間：令和３年４月１日～令和４年３月31日

詳細は、https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/jikashohi_plan_r3

■助成率：蓄電池システムの機器費の１／２（上限額７万円/kWh、42万円/戸）

■予算規模：30億7,440万円（令和３年度分）
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「ゼロエミッション住宅」実現に向けた施策
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①まずはご登録

昨年冬に実施したキャンペーンでは、

約6,900世帯のみなさまにご参加いただき、

※事務局がお得な料金メニュー
を選定します

②見積が届きます

③切替のご判断

令和３年10月22日から

令和４年 1月31日まで

参加登録受付中 登録無料

みい電 検索

電気代が約９％削減

■みんなでいっしょに自然の電気キャンペーン
希望者が集まり購買力を高めることで、
自然の電気をお得な電気代でご利用いただけ
る日本初のグループ購入の取組

対象：首都圏の家庭、小規模オフィス等

「ゼロエミッション住宅」実現に向けた施策



■2019年から 『都庁舎版RE１００』

・第一本庁舎に供給される電力（都庁舎の約８割）を

再エネ100％電力に切替（2019年８月受電分から）

■既存施策

・「省エネ・再エネ東京仕様」：新築・改築時に、太陽光発電設備等の設置

・「電気のグリーン購入」：再エネ率水準等を条件とした入札を実施

■2020年から 『とちょう電力プラン』 ～再エネ100％電力利用の推進～

・都内産卒FIT電力を都有施設で積極活用 【再エネ電力の地産地消を推進】

・都立全特別支援学校等の都有施設に、令和２年12月から再エネ100%電力

を供給し、令和３年１０月から供給施設を拡大
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都施設の率先行動 使用電力の再エネ100%化へ



■令和3年度の支援メニュー（抜粋）
・ 地域の活動主体と連携した省エネ・再エネ普及啓発促進事業
・ 賢い節電のためのＬＥＤ活用事業
・ 省エネ家電リユース促進事業
・ 省エネ診断を活用した中小の省エネ対策事業
・ 地産地消型再生可能エネルギー電気・熱普及促進事業
・ 再生可能エネルギー由来電気の導入拡大事業

■東京都区市町村との連携による地域環境力活性化事業
東京の広域的環境課題の解決に資する事業又は地域特性や資源

を活用した事業を実施する区市町村に対し、当該事業に係る経費の
一部を補助
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区市町村との環境施策の協働

■事業期間：平成26年度から令和5年度までの10年間
■予算規模：50億円（※各年度の補助金交付額総額は原則として5億円を上限）
■実施主体：区市町村
■補助率：補助対象経費の1／2

詳細は、https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/municipal_support/current.html
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■南大沢地区の一部において、太陽光発電、蓄電池、再エネ由来水素設備
及びＥＶ等を遠隔で最適制御するＶＰＰ※の仕組を活用して、地域の再エネ
を無駄なく活用するエネルギーシェアリングモデル事業を実施

■地域の実情に応じた平時のエネルギーマネジメントと災害時のレジリエンス
確保を両立する再エネの貯蔵・利用のモデルを構築

■再エネ電力をＥＶ等で活用し、地域住民や学生等が参加する再エネ利用
ムーブメントを促進

【参考】 地域における再エネシェアリングモデル事業



事 項 要求額(百万円)

・ 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

・ 東京ゼロエミ住宅導入促進事業

・ 再エネ設備の新規導入につながる電力調達構築事業

・ 地産地消型再エネ増強プロジェクト

・ とちょう電力プラン

・ 都営住宅における太陽光発電設備設置事業

・ 南大沢地区における再エネ由来水素を活用したVPPモデル事業

・ ZEI（ゼロエミッション・アイランド）を目指した取組

（島しょでの再エネ100％運用を目指した取組）

17,479百万円

令和４年度ゼロエミッション東京の実現に向けた主な取組
（予算要求）

24



■ 本日の講演内容

 ゼロエミッション東京戦略について

 ゼロエミッション東京の実現に向けた
都の施策について

 おわりに

25



カーボンハーフの実現で、持続可能な都市へ

26

２０３０ 年に向けて、あなたが取り組む、

「今から、ＣＯ２をハーフにチェンジ」するアクション、

「２０３０・カーボンハーフスタイル」

を見つけてください。一緒に行動していきましょう！

ＴＩＭＥ ＴＯ ＡＣＴ
- 今こそ、行動を加速する時 -



ゼロエミッション東京の実現に向けて

ゼロエミッション東京の実現という野心的な目標は、東京都の

行政の力だけで達成することはできません。

エリアで言えば首都圏や日本全体、ひいては地球規模での

取組が必要であり、活動主体で言えば都民や企業、団体など、

あらゆる主体の参画が不可欠です。

皆様と一緒に気候危機に立ち向かう行動を進めていきたいと

考えておりますので、ご理解・ご協力をお願いいたします。

ゼロエミッション東京戦略 本文はこちら

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/
zeroemission_tokyo/index.html 27


